
収入（歳入）

（万円） （百万円）

平成19年度
平成9年度
比増減

大牟田市普通会計決算
平成19年度

平成9年度
比増減

市税 14,978 ▲ 468

使用料・手数料・分担金・負担
金・諸収入

6,370 ▲ 1,996

0.7 0.6 寄付金・財産収入 1,175 1,101

0.1 ▲ 0.2 繰入金 104 ▲ 394

0.0 ▲ 0.1 繰越金 16 ▲ 134

地方交付税 11,701 ▲ 1,791

地方譲与税・各種交付金・国
県支出金

13,029 ▲ 1,079

2.0 ▲ 1.6 地方債 3,345 ▲ 2,815

30.0 ▲ 4.5 歳入計 50,718 ▲ 7,576

支出（歳出）

（万円） （百万円）

平成19年度
平成9年度
比増減

大牟田市普通会計決算
平成19年度

平成9年度
比増減

6.0 ▲ 1.9 人件費 10,105 ▲ 3,205

7.8 1.3 扶助費 13,146 2,096

3.8 0.9 公債費 6,383 1,438

2.8 ▲ 0.4 物件費 4,667 ▲ 800

0.2 ▲ 0.2 維持補修費 429 ▲ 238

4.0 0.1 補助費等 6,856 274

0.0 ▲ 0.5 積立金 10 ▲ 777

0.9 ▲ 0.4 投資・出資・貸付金 1,454 ▲ 722

2.6 0.2 繰出金 4,455 423

2.1 ▲ 3.4
普通建設事業費などの投資
的経費

3,632 ▲ 5,619

0.4 0.4 前年度繰上充用金 621 621

30.6 ▲ 3.9 歳出計 51,758 ▲ 6,509

子供への仕送り

自宅の増改築や修理

　大牟田市の財政を家計に例えた場合、１ヶ月の総収入３０万円のうち、給与など自分たちで稼いだお金

は１３万４千円（総収入の約４５％）しかなく、残りの１６万６千円（約５５％）は、親からの仕送りと借金に

頼っていることになります。

　一方、支出については、食費や光熱水費、子供の学費や子供への仕送りなどに１９万２千円、借金の

返済に３万８千円かかっており、普段の生活費として２３万円かかっていることになります。

　つまり、自分たちで稼いだお金１３万４千円よりも普段の生活費が９万６千円多いということになり、足り

ない分は親からの仕送りと借金でまかなっているため、とても厳しい状況にあるといえます。

　今後を考えると、給与収入の増額は期待できませんし、親からの仕送りに頼ってばかりいられません。

また、親も同様の厳しい家計の状況であり、今後、これまで通りの援助は期待できませんので、今まで以

上に節約し、使いみちを計画的に考えていくことが必要です。

親からの仕送り 14.6 ▲ 1.7

前借りしていた給与の返済

支出計

車の修理費

親戚への援助など

貯金

生命保険など

　大牟田市の財政状況をもう少し身近に感じていただくために、平成１９年度決算（見込）を１月当たりの

収入３０万円（年収にして３６０万円）の家庭に例えてみます。

１ヶ月の家計に例えた場合

その他の臨時収入

給与収入 12.6 ▲ 1.5

貯金の取りくずし

前年の残金

借金

収入計

１ヶ月の家計に例えた場合

食費

医療費や子供の学費

借金の返済

光熱水費



　　・親からの仕送りが１万７千円減少しました。

　　・ローンの借入が１万６千円減少しました。

　　・食費を１万９千円減らしました。

　　・医療費や子供の学費が１万３千円増加しました。

　　・自宅の増改築や家財道具の購入費用を３万４千円減らしました。

　給与収入が１万５千円、親からの仕送りが１万７千円減り、また、今後の借金返済額を減らすために新

たな借金を１万６千円減らした結果、収入総額で４万５千円減ってしまいました。

　支出は、医療費や子供の学費及び借金返済額が増えてしまいましたが、収入が減ったのに支出を増

やすわけにはいけませんので、食費や光熱水費などを切り詰め、自宅の増改築や修理をがまんして、な

んとか支出総額で３万９千円減らすことができました。

　１０年前と比べると、収入が足りない状況（赤字）となってしまい、生活がより厳しくなったことが分かりま

す。
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地方交付税が約１７億９千万円減少し、国県支出金も約１７億４千万円減少しました。

公債費の将来負担を軽減するため、普通建設事業等を抑制し、起債発行額を約２８億２千万円減らし
ました。

職員給与の適正化と職員数の削減に努めた結果、人件費を約３２億１千万円減らしました。

生活保護費が約９億４千万円、児童手当が約６億９千万円増加していることが主な要因ですが、全体
的に扶助費は増加しており、今後も増えていくことが予想されます。

普通建設事業費を約４８億３千万円減らし、失業対策事業費が約５億８千万円減少しました。


